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はじめに

　過去６年間にわたって議論が重ねられ、長年、制定
されることが期待されていた労働安全衛生法が2019
年３月15日に国会で成立した。2013年から議論が始
まり、草案がまとまったのが2017年であり、その後、
国会での討議を経て成立にこぎつけた。本法は17章
73条で構成されている。
　本法が制定されるまでは1951年工場法が安全衛生
の分野の基本法であった。約70年ぶりに新しい労働
安全にかかわる法律が制定されたことになる。1951
年工場法は2016年に一部改正されたが、今回の新法
の成立によって廃止されたわけではない。工場法以外
にも労働安全にかかわる法律として1922年都市法
（1990年都市開発法に改正）、1951年油田（労働お
よび福祉）法、1984年ボイラー法（2015年改正）、
1984年電気法（1990年と2014年改正）、1988年原
子力エネルギー法、1990年殺虫剤法（2016年改正）、
1990年漁業法、1990年民間産業事業所法、1994年
鉱山法（2015年改正）が制定されている。
　ミャンマーは1962年から2011年の民政移管まで軍
事政権が続いた。1962年に将軍であったネーウィン
が軍事クーデターによって政権を握り、ビルマ独自の
社会主義政策を推進した。しかし、経済政策は立ちゆ
かなくなり最貧国に転落、1988年に国民の不満が爆

発して民主化運動が発生し、混乱のなか国軍参謀総長
ソーマウン大将がクーデターを決行しネーウィン政権
は崩壊する。1988年以後は国軍が政権を担当した。
後者の七つの法律はこの二つの軍事政権時代に制定さ
れているが、これらは限られた領域での労働安全衛生
をカバーしてきたものであり、これらの法律は、新規
に制定された労働安全衛生法の規定と矛盾しないかぎ
り効力が認められている。

安衛法成立の背景

　ミャンマーは2011年３月、それまで50年間続いた
軍事政権が終わり、テインセインを大統領として民政
がスタートした。2011年10月に労働組織法が1926
年労働組合法を全面改正する形で制定され、2012年
３月には労働紛争解決法が1929年労働争議法を全面
改正する形で制定された。2012年社会保障法、2013
年雇用および技能向上法、2013年化学物質有害防止法、
2015年消防法、2016年賃金支払法、2016年店舗お
よび商業施設法と矢継ぎ早に労働立法が制定されてき
た。これらに続いて制定されたのが労働安全衛生法で
ある。軍事政権時代には労働立法の見直しはほとんど
なされないまま50年が経過したために、民政に移管
される前後から緊急に労働立法を見直す必要性にせま
られていた。その労働立法のなかの一つが労働安全衛
生法である（注１）。
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　今回の法律制定を中心となって支援したのがILOヤ
ンゴン・リエゾンオフィスである。これ以外にも労働
関連の法整備支援が行われている。アメリカが中心と
なり、ILO、日本、オランダが参加して「ミャンマー
における基本的な労働者の権利と労働慣行の促進のた
めのイニシアティブ」（ミャンマー労働イニシアティ
ブ）が2014年11月に結成された。2015年５月になっ
てEUがイニシアティブに参加し、ミャンマーの民主
化を促進することと、海外からの投資環境の整備を目
的とすることになり、ミャンマーの労働立法の促進を
支援している（注２）。さらに、日本の厚生労働省は労働・
入国管理・人口省（以下、労働省）に労働行政や労働
政策の顧問として専門家１人を派遣し、労働立法や労
働行政の支援をおこなっており、今回の労働安全衛生
法の法案作成にもかかわってきている（注３）。

適用範囲の拡大

　今回制定された労働安全衛生法の特徴を見ていこう。
　第１点は、適用範囲が工場法より広くなっており、
できるかぎり広く適用して労働安全衛生基準を遵守し
ようとしている。1951年工場法は1947年のインド工
場法を継受しているが、インドと比べると適用される
工場に雇用される労働者数が少ない。動力を用いる場
合は５人以上、動力を用いない場合は10人以上の工
場が対象である。規模の小さい工場が多かった実情を
考慮した結果であろう。今回の新法では、工場法の適
用対象以外についても、店舗および商業施設法が適用
される商品販売業・卸業・小売業、製造業、建築業、
鉱山業、石油ガス、港湾、農業、牧畜業、漁業、教育
機関、健康サービス業、通信業、運送業、ホテルや旅
行業、その他省が通達によって適用される業種が適用
範囲として挙げられている（４条）。今回の法律では
工場法のように雇用する労働者数によって適用範囲を
限定はしていないので、１人でも労働者を雇用してい
る企業・事業所に適用になる。

総括審議会の設置

　第２点は、労働安全衛生にかかわる各省がそれぞれ
に安全衛生を担当していたが、それらを統括する審議
会をはじめて組織した。委員長は労働大臣が就任し、
委員は、労働省社会保障局、建設省建築局、保健・ス
ポーツ省公衆衛生局、同省医療局、天然資源・環境保

護省鉱山局、石油ガス公社、港湾公社、工業省工業監
督局、内務省消防局、農業・牧畜・灌漑省農業局、教
育省職業訓練局、ホテル・ツーリズム省ホテル・ツー
リズム管理局からそれぞれ１人、使用者団体から３人、
労働組合から３人、労働安全衛生の専門家から３人で
構成されている。事務局は労働省工場および労働監督
局（以下、局という）が担当している（６条）。その
結果、政労使三者と公益を代表する専門家によって構
成される審議会となっている。
　この審議会は以下の権限を持っている。①国の安全
衛生の基本方針を決定して、本法の実施のための評価
や再検討をおこなう。②関係する省庁の協力をとりつ
ける。③職業病や危険物や危険性のある機械を指定す
る。④労働災害の統計を収集する。⑤職業訓練コース
に労働安全衛生科目を導入する。⑥監督官の業務停止
の決定に不服な場合や業務開始の不認可に不服がある
場合に争う上位の機関を設置する。⑦審議会の活動内
容の報告を政府に対しておこなう。なお、大きな労働
災害や職業病が発生した場合には、調査委員会を審議
会のもとに設置し、委員は調査を実施して審議会に報
告し、一定の勧告をおこなうことができる（７条）。

労働安全衛生責任者の任命

　第３点として、使用者は、労働安全衛生に責任を持
つ者を任命しなければならなくなった（12条）。また、
企業単位に労使同数の委員から構成される労働安全衛
生委員会を設置しなければならない。その委員は労働
省が定める資格を有する必要があり、女性委員の任命
に関して配慮しなければならない。その役割は、安全
健康を阻害する条件を定期的に調査し、委員会に報告
書を提出すること、使用者に防止策や訓練計画を提言
すること、労使の協力関係を高め施設へアクセスしや
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すくし、事故を発生させないための訓練を提供するこ
と、安全健康を管理するリスクを監視することである
（13条）。
　使用者は、事業を開始するにあたって労働省工場お
よび労働監督局長の許可を得なければならない（８条）。
建物の新築、改築、減築や取り壊しの場合にも、局長
の許可を得なければならない（９条）。この許可によっ
て、どこで安全や衛生上の問題がおこりうるかを事前
に明確にすることができる。

監督体制の確立

　第４点は、監督体制の確立である。監督官は職場に
入って調査し、その結果を主任監督官に報告しなけれ
ばならない。監督官は令状がなくても身分証の提示に
よって職場に入って調査でき、機械・道具・原材料・
生き物や化学物質を調査して、その使用制限や禁止さ
れている物質を証拠として押収することができる。ま
た、記録・書類・帳簿を調査して、証拠として押収す
ることや、安全健康に有害な職場や工程の写真やビデ
オをとることができる。さらに温度・騒音・採光・熱・
ほこり・臭気等の職場環境の程度を評価して、労働者
がどれほど就労可能かどうか評価して、それらを記録
することができる。医師に代わって登録医（公的な認
定を受けた医師）の支援を受けて勤務時間中に職業病
にかかっている労働者に質問する権利を有する。職業
病の治療を受けている病院に、治療の内容や死亡した
場合の死体の検視結果についての報告を求めることが
できる（17条）。
　監督官は主任監督官の了承を得て、以下の場合全部
または一部の操業停止命令を出すことができる。危険
な職場の状況や安全性の欠ける勤務状況、危険物や危
険な機械の存在によって操業継続が不適切と判断する
場合、法律に違反し、法律上の義務が遵守されていな
い場合、不作為・不注意・無視によって働く人々に危
険をもたらすと判断される場合、緊急の危険から避難
させる必要があると判断される場合である（18条）。
　操業停止命令を出す要因となった問題が改善されて
いると判断される場合には、監督官は操業の再開を認
めることがある（19条）。操業停止命令を遵守してい
ないと判断される場合には、制裁措置を科すことがで
きる。一定の条件のもとで主任監督官は、操業命令の
全部または一部を認可する場合がある（20条）。

　監督官は負傷や疾病を発生させ、損害を与える原材
料があると判断できる合理的根拠があれば、使用者に
書面で改善命令を与えることができる。使用者に対し
てその改善命令の遵守状況の報告書を証拠とともに提
出させることになるが、命令に従わない場合、操業継
続を禁止することができる（21条）。
　監督官は、主任監督官の指示で、危険物を利用する
職場の一覧表を作成し、必要があれば特別に監督をし
て、危険物の利用を禁止する（22条）。使用者に指示し
て緊急時の看護や消火等の訓練を労働者に実施し、危
険発生の予防措置を講じさせることができる（23条）。
　腐敗防止のために、局の主任監督課も監督官も直接
また間接にいかなる工場、職場や事業に関連をもって
はいけない（25条）。

労使の義務を明記

　第５点は、使用者と労働者の義務を明記しているこ
とである。労働者の義務を詳細に規定している点が特
徴であるが、それ以上に使用者の義務が詳細に規定さ
れている（26条、27条）。つまり労使の行為規範を明
確にしている。
　以下が使用者の義務である。機械、原材料、工程、
職場のリスクを評価しておくこと、職場で危険性の発
生を評価しておくこと、登録医によって労働者の健康
状態をチェックすること、上記による評価を受けて職
場を改善すること、安全服や安全な道具を労働者に無
料で提供すること、緊急事態の場合の準備をしておく
こと、医務室の設置、登録医・看護師の任用、薬の配
布、労働安全衛生の訓練に参加しやすいように必要な
配慮をおこなうこと、労災や生命健康が危険な事態に
陥った時に労働安全衛生担当者に直ちに報告できるよ
うにすること、原材料・機械や廃棄物によって生じる
危険を防止すること、労災発生のおそれがある場合、
製造工程の稼働を中止し、労働者を避難させること、
避難計画を作成すること、労働安全衛生の危険性を知
らせる通知・ポスターを掲示すること、労働安全衛生
の知識や情報を伝えるためのマニュアルやガイドライ
ンを作成し、労働者の意識向上に努めること、火災か
らの安全計画を作成し、消火設備を使えるように労働
者を訓練すること、主任監督官や監督官が調査や記録・
情報入手のために企業の施設に入ることを認めること、
やむを得ず危険な業務に従事させる場合は労働者を制
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限された時間働かせること、労働安全衛生維持の費用
を負担すること。
　使用者に禁止されている事項は以下の通りである

（29条）。業務上の疾病や職業病であると登録医によっ
て証明書が出される前に労働者を解雇や降格すること、
危険または健康に有害な条件での勤務に苦情を申し立
てること、職場労働安全衛生委員の活動を実施するこ
と、労災や職業病が発生しそうであることを理由に労
務提供を拒否することを根拠に、当該労働者を解雇や
降格すること、である。
　使用者は、登録医の診断によって健康基準に達しな
い労働者の労務提供を禁止または制限することができ
る。健康が改善されたという証拠が提出されれば、直
ちに禁止または制限されていた労務提供を再開させな
ければならない。妊娠や母乳で授乳している女性労働
者の健康を阻害しないよう配慮しなければならない。
　労働者の義務は以下の通りである（30条）。使用者
が提供する保護服や保護のための衣服を着用し、機械
や装備を正しく用いなければならない。使用者、労働
安全衛生委員会、労働安全衛生担当者の指示や助言に
従わなければならない。労働安全衛生についての通達、
条件、ポスター、指示、注意や禁止命令に従わなけれ
ばならない。機械・設備・車・電機その他の材料を組織
的に扱わなければならない。労働者自身の行為や不作
為によって自分や他の者の安全や健康を損なわないよ
うに注意しなければならない。本法の義務履行のため
に使用者や労働安全衛生委員会との協力関係を維持し
なければならない。労働安全衛生上問題が生じた場合、
ただちに自らまたは直属の上司を通じて使用者、労働
安全衛生の責任者に報告しなければならない。危険性
が発生しそうな場合、労務提供を拒否できるが、勤務
場所が変更された場合には拒否できない。労働組織
（Labour Organization）や労働安全衛生委員会の
労働者委員との協力のために代表を選ぶことができる。

労働安全衛生資格の設置

　第６点は、労働安全衛生に関連する検査者、訓練者、
訓練センター設置者の三つの資格を設けたことである
（39条）。局長がそれらの資格を有していることの証
明書を発行する権限を有し、有資格者は登録されるこ
とになる（40条）。検査者は危険な機械や機材を調査
して、それらの安全性を確認し証明書を発行する（42

条）。訓練者は訓練センターを創設し、労働安全衛生
にかかわる訓練を実施することができる。これらの有
資格者が申請時に虚偽の情報を提出したり、職務を履
行するにふさわしくないと判断されたり、局が定める
規則に違反する場合は、資格停止が命じられるととも
に、停止命令の理由が局によって説明される（43条）。
資格停止に対する反論がなされ、その内容が信頼の置
けない場合罰金を科すことができる。
　機械設計者、職場の建設や解体に従事する者が危険
物を扱う場合、検査者が発行する安全証明書を得なけ
ればならない（31条）。検査者は危険物を扱う者に情
報を提供し、安全性をチェックし、その結果を公開し
なければならない（32条）。

労災事故発生の際の通報制度

　第７点は、労災事故の発生した場合の局への通報制
度を設けていることである。使用者は、労災事故、危
険事態、重大な事故が発生した場合、局に通報しなけ
ればならない。労働者の職業病発症の疑いがあったり、
用いた原材料や工程に疑義が含まれている場合、登録
医の診療記録とともに局に通報しなければならない
（34条）。登録医は職業病に罹患している労働者の治
療内容について、使用者と局に通報すると同時に保健・
スポーツ省にも通報しなければならない（35条）。こ
れまでも労災事故の統計はあったが、使用者からの報
告義務の徹底が不十分であった。大きな事故は新聞や
マスコミによって報道されるために隠しようがないが、
そうでない事故は隠匿されて報告されなかった事例が
存在していたとされる。今回の法律はこれを是正する
ことを目的としている。通報が義務化され報告に基づ
き監督官が調査に乗り出すことになる（36条a）。
　今回の法律では、監督官が事故の起きた工場に立ち
入り点検する場合、労災事故やその他危険な事態が生
じた原材料・機械・備品・記録を移動させたり、隠蔽
したり、変更させたり、加工の禁止が明記された。た
だし、人命救助や財産保護やそれに関係する活動のた
めの場合は除外する。主任監督官の承認があれば、上
記の禁止を解除して、原材料・機械・備品を移動させ
たり、変更させることができる（36条b, c, d）。

罰則強化

　第８点は罰則の強化である（注４）。使用者、労働安



Business Labor Trend 2020.1-2

58

寄稿

全衛生担当者、労働者、製造業者・輸入業者・販売者・
設備を解体する者・建築や減築する者、登録医、検査
者・訓練者・訓練センター創設者を対象にした罰則が
ある。禁固または罰金あるいはその両方を科すとして
いる（52条～65条）。
　以上の特徴点から以下のことが言えよう。新たに制
定された本法は労働安全衛生に関する総論部分に相当
する。つまり、労働安全衛生を遵守するための体制作
りの基本法である。各論はこれまでに制定されている
安全衛生に関する法律が担っている。例えば、工場法
のなかに定められている労働安全衛生に関する規定は
有効であり、本法制定後も効力をもっている。整理整
頓、通風、ほこり対策、湿度、面積当たりの労働者数、
採光、飲み水、便所、痰壺等に関する健康維持のため
のルール、危険有害物からの安全保持のためのルール
が工場法に規定されているが、その適用範囲が工場法
の適用範囲となるため、労働安全衛生法より範囲が狭
くなるという問題が生じるとの指摘もある。今後それ
を労働安全衛生法が適用になる範囲に広く適用するこ
とができるように改正されるのか、まだ明らかになっ
ていない。
　本法は全ての企業・事業所に適用される労働安全衛
生にかかわる法律の総論に該当するが、それ自体を施
行するには下位規範が不可欠である。今後、省令や通
達によって定められなければならない領域が多く残さ
れており、これらに注視する必要がある。
　最後に指摘しておきたいことは、国に緊急事態が発
生したとき、通達によって本法の適用を免除すること
ができることである。政府の判断によって免除期間が
定められており、適切と判断される条件を付すことも
できる（67条）。大規模な自然災害や国内での紛争に
よって本法の施行が困難となっていると政府が判断す
れば、本法の適用を免除できる。軍事政権当時の緊急
事態への対応を髣髴とさせる規定である。

施行上の問題点

　労働安全衛生の普及活動が新法に定められている。
労働省の基金を使って、キャンペーン活動、研究活動
をおこない、さらに国際組織との共同活動（注５）も定
められている。
　局は、労働安全衛生を監督する工場監督部と労働安
全衛生以外の残業や賃金等の労働条件を監督する労働

監督部にわかれている。2018年１月段階での監督官
の数は、労働安全衛生担当が95人、それ以外の監督
官が28人である（注６）。監督対象として登録された工
場は2017年段階で１万9,914人であり、就労する労
働者は男性が28万1,266人、女性が40万5,623人、計
68万6,889人（注７）であることを考慮すると、労働安
全衛生担当の監督官１人で約200の工場を監督する計
算になる。今後、経済開発が進めば登録工場数は増加
することになるが、それに見合って監督官の定員が増
加できるのか否か疑問が残る。現在でも定員が充足し
ていない状況にある。
　それに加えて監督官の腐敗問題がある。2019年１
月29日トランスペアレンシー・インターナショナル
が発表した腐敗認識指数によると、ミャンマーの腐敗
度は180カ国のうち132位である（注８）。これは公務員
の腐敗の程度を国別で示したものであるが、ミャン
マーは低い位置にあり、腐敗に汚染されている程度が
高いことを示している。監督官も公務員であり、腐敗
の程度が高いことが推測される。本法では、主任監督
官と監督官が監督対象となる企業や工場と利害関係を
持ったり、秘密情報を漏らした場合、３カ月以下の禁
固、または50万チャットから150万チャットまでの
罰金、あるいはその両方が科せられる（64条）（参考：
１ドル＝1,512.9チャット（ミャンマー中央銀行の参
照レート、2019年12月12日））。これで不正防止が可
能であろうか。今後は、監督官の質の向上とともにそ
の数の増加が望まれる。
　ミャンマーは天然資源が豊かで多様な鉱物資源が採
掘されている。それらは山間部で採掘されている場合
が多く、７月から９月の雨季のシーズンに集中豪雨に
よって地滑りが発生して、その結果鉱山が崩壊するこ
とによって多くの死傷者を出している（注９）。保安施
設が不十分なまま操業していることも一因である。使
用者の労働安全衛生確保の責任は重大であるが、労働
組合の役割も重要である。例えば、産業レベルの組合
として鉱業労働者連盟が、鉱山ごとに健康安全委員会
を設置することを決議しているが、実際にどれほどの
数が設置されているのか、明らかになっていない（注

10）。さらに労働組合が企業での労働安全衛生委員会
の労働者側委員の選出にどう関与できるのか現段階で
は不明である。そもそも労働組合の組織率は１％前後
で極めて低いのが現状であり、まずは組織率の向上を
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進めていかなければならない。
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